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コード番号       5480 東京都

代 表 者 役職名 氏名

問合せ先責任者 役職名 氏名

無

% % %

16年 3月期 △ 9.4 110.9 1,468.7
15年 3月期 4.3 98.5 -

総資本

経常利益率

百万円 % 円　　銭 %

16年 3月期 4,268 - 3.7
15年 3月期 △ 42,546 - 0.2

      　  総  資  産
百万円 百万円 円　　銭

16年 3月期

15年 3月期

百万円 百万円

16年 3月期

15年 3月期

　
百万円 百万円

中間期
通　　期

0.3

1株当たり株主資本

円　　銭

売上高

経常利益率

%

4.7

営 業 利 益

キャッシュ・フロー 期末残高
現金及び現金同等物

当期純利益

百万円

121,453
134,016

△ 512.10

株主資本

当期純利益率

%

85.2
△ 251.6

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

10.79
-

経 常 利 益
百万円

5,647
360

百万円

7,577
3,593

51.33

1 株 当 た り

当期純利益

投資活動による
キャッシュ・フロー

1.8

(3)連結キャッシュ･フローの状況

     ②1株当たり株主資本は株主資本から当期末発行済優先株式数×発行価額の15,000百万円を控除して計算しております。

百万円

1,917
△ 1,951

157,160
150,994

7,286
2,730

3,656
4,103

営業活動による

百万円

△ 5,117
△ 9,924

財務活動による
キャッシュ・フロー

4,688
4,228

経　常　利　益売   上   高

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

2,600
5,100

当　期　純　利　益

67,000
135,000

百万円

3,000
6,000

平成 16年 3月期

上 場 会 社 名 日本冶金工業株式会社 上場取引所

米国会計基準採用の有無

本社所在都道府県

代表取締役社長

経理部長

佐治　雍一

野口　道雄 TEL (044) 271 - 3008

(注)①期末発行済株式数(連結)　16年 3月期    83,258,399株　　　15年 3月期   83,060,534 株

(1)連結経営成績 (注)百万円未満切捨表示

売 上 高

△ 92.64
△ 147.72

株  主  資　本 株主資本比率
%

4.6

2. 17年 3月期の連結業績予想( 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 )

(URL http://www.nyk.co.jp　)

親会社名　　   　     (コード番号：　      )

1. 16年 3月期の連結業績(平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日)

(注)①持分法投資損益    16年 3月期          66 百万円   15年 3月期        147 百万円

     ②期中平均株式数(連結)　16年 3月期 　 83,159,467株　　　15年 3月期   83,083,619 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

     　株式数(連結)及び1株当たり当期純利益は期首に併合が行われたものとして計算しております。

(2)連結財政状態

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)       61円 26銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、今後発生する様々な要因により

   予想数値と異なる可能性があります。

平成 16年 5月 24日決算短信(連結)  

決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 24日

     ⑤平成15年2月25日付をもって、発行済普通株式について2株を1株の割合で併合致しました。なお、15年3月期の期中平均

    連結子会社数  12　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規)2　社  (除外)0　社   持分法(新規)0　社  (除外)　1　社



  平成１６年３月末現在における当社の企業集団は、当社、子会社１８社および関連会社３社で構成

されております。その主な事業はステンレス鋼板及びその加工品の製造販売業であります。

　なお、事業の種類別セグメントは単一であり、各関係会社の位置付けは下図のとおりであります。

㈱ＹＡＫＩＮ川崎 　※1

㈱ＹＡＫＩＮ大江山 　※1

ナスト－ア㈱

ナス物産㈱

ナス鋼帯㈱

ナスクリエ－ト㈱

ナスエンジニアリング㈱

カヤ興産㈱

宮津港運㈱

クリーンメタル㈱

ナスビジネスサービス㈱

NAS TOA(THAILAND) CO.,LTD.

（以上連結子会社１２社）

他、非連結子会社６社

    関連会社３社

（持分法非適用会社）

（注） ※ 1　株式会社ＹＡＫＩＮ川崎・株式会社ＹＡＫＩＮ大江山の設立について

　平成15年1月23日開催の臨時株主総会において承認された分割計画書に基づき、

当社川崎製造所・大江山製造所の分社を平成15年4月1日付で実施いたしました。

　なお、当該２社につきましては、当連結会計年度より連結子会社に含めており

ます。

※ 2　日本精線株式会社の株式譲渡について

　平成15年11月28日をもって、当社が保有する日本精線株式会社の株式の一部、

925万株を大同特殊鋼株式会社に譲渡し、その結果、同社は持分法適用会社の対

象外となっております。これは、現在遂行中の中期経営再建計画に盛り込んだ事

業の再構築の一環として、当社グループのステンレス鋼板・帯を中心とした事業

とは関連性の薄いステンレス鋼線加工事業を営む当該会社の株式を譲渡し、経営

資源の集中を図るためであります。

商　　　　　　　　　品

得　　　　意　　　　先

１．企業集団の状況

ステンレス鋼板及びその加工品事業
２２社（含む当社）

日
　
本
　
冶
　
金
　
工
　
業
　
株
　
式
　
会
　
社

原材料
製品等
の売買

加工等
の委託
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(連結子会社) 百万円

株式会社ＹＡＫＩＮ川崎 神奈川県川崎市 1,600 ステンレス鋼、特殊鋼、ニッケル等の非鉄金属
川崎区 及びその合金の製造加工並びに販売

株式会社ＹＡＫＩＮ大江山 京都府宮津市 300 鉄及びフェロニッケルの製錬並びに販売

ナストーア株式会社 東京都品川区 800 ステンレス鋼管及び加工品、電気溶接機の製造販売

ナス物産株式会社 東京都千代田区 560 ステンレス鋼、特殊鋼及び加工品の販売並びに加工

ナス鋼帯株式会社 大阪市中央区 681 ステンレス磨帯鋼の製造並びに販売

ナスクリエート株式会社 東京都中央区 90 ステンレス製品梱包用資材の販売、梱包作業
及び損害保険代理業

ﾅｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 東京都中央区 102 ステンレス鋼精整加工及び設備設置工事

カヤ興産株式会社 京都府与謝郡 20 運送業、建設業、細骨材販売
加悦町

宮津港運株式会社 京都府宮津市 32 港湾運送業、通関業

クリーンメタル株式会社 千葉県浦安市 200 ステンレス鋼、特殊鋼及び加工品の販売並びに加工

ﾅｽﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社 東京都中央区 10 コンピューター情報システムの開発と運用
及び手形買取・債権買取業務

百万ﾊﾞｰﾂ

NAS TOA(THAILAND) CO.,LTD. タイ国 417 ステンレス鋼管及び加工品の製造販売

（注） 　株式会社ＹＡＫＩＮ川崎並びに株式会社ＹＡＫＩＮ大江山につきましては、当連結会計年度より連結子会社
に含めております。

住 　所 資本金

２．関係会社の状況

名 　　  称 主　要　な　事　業　内　容
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［会社の経営の基本方針］

当社の事業経営は、創造と効率を両輪として生み出されたすぐれた製品を提供することにより、社会に進歩と充実

をもたらすことを理念としております。また、全ての面で国際的水準において優位に立ち、企業価値を高めることで

株主を始め皆様の期待に応えることを目標としております。

当社は現在、平成１４年１０月から平成１８年３月までを計画期間とする中期経営再建計画を遂行中であります。

上記目標を達成すべく、本再建計画の実現に向け不退転の決意で邁進していく所存であります。

［会社の利益配分に関する基本方針］

当社は、中期経営再建計画の遂行により、収益力の向上及び財務体質の改善を図り、早期の復配を目指してまいり

ます。中期経営再建計画におきましては、計画期間終了後には累積損失を解消し、利益配当が可能となる態勢を整え

ることを目標としております。

［目標とする経営指標］

当社の中期経営再建計画におきましては、計画終了年度である平成１８年３月期において当社単独ベースでの累損

一掃を予定しております。有利子負債は、同年度終了までに、連結ベースで６５１億円の圧縮を計画しております。

また、当社の得意分野でありかつ収益性の高い高機能材部門への経営資源の集中により、収益性を向上させること

を基本方針のひとつとしております。具体的には、平成１８年３月までに、高機能材部門売上高の全売上高に占める

割合を４０％まで向上させることを数値目標として設定しております。

［中長期的な会社の経営戦略］

現在遂行中の中期経営再建計画の骨子並びにその進捗状況は下記のとおりであります。

Ⅰ．中期経営再建計画の骨子

（計画期間：平成14年10月～平成18年3月）

１．中期経営再建計画の目的と施策

①　安定的な収益基盤を構築するための事業再構築

②　強固な財務体質構築のための財務リストラ

２．事業の再構築の内容

①　生産・販売体制の再構築：川崎製造所・大江山製造所の分社化　（平成15年4月実施済）

②　さらなる経営効率化及びコスト削減

・人員削減　（平成16年3月末　125名減　　計画：140名）

・本社機能移転：株式会社ＹＡＫＩＮ川崎内へ　（平成15年11月実施済）

③　得意分野への選択と集中

・経営資源を得意分野で収益性の高い高機能材・高付加価値材へ集中

（平成18年3月期の売上高比率 40%以上目標）

・本業への経営資源の集中：ステンレス・特殊鋼事業と関連性の薄い事業について関係会社も含め見直し

　 （平成15年 3月　ナスステンレス株式会社株式の全てを売却）

（平成15年11月　日本精線株式会社株式の一部を売却）

④　事業提携：ＪＦＥスチール株式会社との包括提携　（平成14年7月発表済）

３．抜本的財務リストラの内容

①　企業再生のための徹底的な損失処理　（平成15年3月までに実施済）

②　遊休資産の売却と有利子負債の大幅削減

（平成14年3月末 969億円 → 平成18年3月末 590億円）

４．株主並びに取引金融機関へのお願い事項

・ ７５％の減資及び２株を１株にする株式併合　（平成15年2月実施済）

・「私的整理に関するガイドライン」に基づく債務免除及び債務の株式化　（平成15年3月実施済）

３．経　営　方　針
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Ⅱ．中期経営再建計画の進捗状況

１．収益計画並びに有利子負債圧縮計画

（単位：億円）

売　  上　  高

売　上　利　益

営　業　利　益

経　常　利　益

当 期 純 利 益

有 利 子 負 債

前期比圧縮額 (△)

（注）

1  比較可能性確保のため、平成１５年３月期については当社単独ベース、平成１６年３月期以降については、

 当社、株式会社ＹＡＫＩＮ川崎及び株式会社ＹＡＫＩＮ大江山の３社連結ベースで記載しております。

2  平成１５年３月期におきましては、中期経営再建計画遂行の結果生じた損失を「構造改革による損失」と

 して特別損失に一括計上しております。

　平成１５年３月期におきましては、販売量の増加やコストダウン効果等により、経常利益ベースでは計画値を

上回る業績を確保いたしました。当期純利益ベースでの差異は、本業と関連性の薄い関係会社の抜本処理として

実施した、ナスステンレス株式会社の株式売却に伴う損失が、計画比拡大したこと等によるものであります。

　平成１６年３月期におきましては、ニッケルを中心とした原料価格上昇がコストアップ要因となりましたが、

製品価格の是正努力に加え、原料費以外のコスト削減活動が一定の成果をあげたことから、経常利益ベースでは

前期に引き続き計画値を上回りました。当期純利益ベースでの改善は、約１０億円の投資有価証券売却益計上等

に伴うものであります。これらにより、有利子負債圧縮額は単年度計画値を上回る結果となりました。

　平成１７年３月期におきましては、ニッケル価格の動向は依然として不透明であり、また、クロム等他の諸原

料価格も総じて上昇基調にあります。これらの相場動向や、外国為替相場の変動によっては、同期の上記収益計

画達成に影響を及ぼす可能性があります。しかしながら、当社といたしましては、原料高を背景とした製品価格

のさらなる是正及び全社的なコスト削減に引き続き注力することにより、上記計画の達成は十分可能であると考

えております。

２．株式会社ＹＡＫＩＮ川崎・株式会社ＹＡＫＩＮ大江山の設立について

　平成１５年１月２３日開催の臨時株主総会において承認された分割計画書に基づき、当社川崎製造所・大江山

製造所の分社を平成１５年４月１日付で実施いたしました。なお、本件は当社中期経営再建計画中、事業の再構

築のための施策の一つとして盛り込んだものであります。

　会社分割後の当社及び各新設会社の資産の額、負債の額、並びに純資産額は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

4,504 ㈱ＹＡＫＩＮ大江山

（平成１５年４月　１日時点）

7,963 3,459

 ㈱ＹＡＫＩＮ川崎 52,859 39,270 13,589

 会　社　分　割　前  当　　　　社

（平成１５年３月３１日時点）

 会　社　分　割　後  当　　　　社

97 93

計画

6725 26

45

△ 39

77,455 69,746 7,709

計画

754 773 778 774

計画 実績

123 132 131

純資産額

120,184 112,475 7,709

590

40

2 5 43 46

△ 498

資産額 負債額

67

48 49

64 58

46

642

52△ 491

△ 244 △ 239 △ 46 △ 49

725 730 678 681

△ 51

平成17年
3月期

平成18年
3月期

平成15年3月期 平成16年3月期

計画 実績

779 870

132
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［会社が対処すべき課題］

当社における課題は、中期経営再建計画の確実な達成に尽きると考えております。

当社といたしましては、同計画の完遂を通して早期の復配を目指し、次の重点施策の達成に引き続き全力を注いで

まいります。

　①技術力に裏打ちされ顧客ニーズに即した、高機能材および開発商品の拡販

　②分社化効果を生かしたきめ細かいコスト削減並びに機動的資材調達

　③浸透しつつある販売価格是正の完全実施

　④グループ会社との緊密な連携による連結経営基盤の強化

当社は、皆様に信頼されるステンレス・特殊鋼メーカーとして、今後とも広く社会に貢献してまいりますので、

なにとぞ絶大なご支援とご協力を賜りますようお願い申しあげます。

［コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方及びその施策の実施状況］

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は経営の健全性、信頼性を向上させるため、適時適切な経営情報の開示及びコンプライアンスの徹底等を通

じて、コーポレート・ガバナンスを充実させることを経営上の重要課題の一つとして取り組んでおります。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

当社の取締役会を構成する取締役数は、経営環境の変化に迅速に対応するため、平成１３年度より１１名（平成

１２年度は１４名）といたしております。当社では委員会等設置会社制度ではなく、監査役制度を採用しており、

取締役の職務執行等に関しては、取締役会による監督並びに監査役（計４名うち２名は社外監査役で監査役会を組

織）による監査を行っております。社長直属の組織として監査室を設け、業務執行に関する定期的な内部監査を行

っており、その結果を取締役及び監査役に適宜報告しております。

（コンプライアンス体制）

当社は、平成１５年１０月に「コンプライアンス委員会」（委員長：総務管掌役員）を設置いたしました。本委

員会は、企業倫理及び遵法精神に基づく企業行動の徹底を図るための重要方針を審議、立案及び推進することを目

的としております。

平成１６年１月には、経営トップ自ら「コンプライアンス宣言」を行ない（会社ホームページに記載）、従来

「経営理念」と対を成していた「行動指針」についてコンプライアンスを第一順位に掲げる内容にあらため、併せ

て、「日本冶金工業グループ行動規範」を制定いたしました。以って、社員に法令遵守の意識を持たせ、違法な行

動を未然に防止するための活動基盤は整いました。

本年５月からは具体的な活動を開始し、手始めに、営業担当者を対象とした研修を実施しております。

今後の活動として、点から面への活動展開をめざして、職制を通じてのコンプライアンス意識の掘り下げとチェ

ック体制を日常化すべく、さらなる体制強化を工夫する所存であります。

株　主　総　会

会計監査人

取　締　役　会監査役会

（社外監査役）

（監　査　役） （取　締　役）

監　査　室

内部監査報告

出席 会計
監査
報告

監査
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［経 営 成 績］

(1)　当連結会計年度の概況

当年度のわが国経済は、中国向けを中心とした輸出の好調さに牽引され、またリストラの効果も大きな要因とはい

え企業収益が回復傾向を示し、製造業の生産動向も上向き、設備投資も拡大傾向にあって、景気は緩やかな回復基調

が続きました。雇用所得の回復力が弱いことから、個人消費には大きな伸びが期待できず、また長期化するイラク情

勢への不安感はありながらも、株式市場が活気を帯び始めるなど、全体的には先行きに対する明るさが見られました。

このような状況下で当社グループは、中期経営再建計画に則り、当社川崎・大江山両製造所の分社、当社本社機能

の移転、ＪＦＥスチール株式会社との提携項目の拡大など、引き続き事業再構築のための諸施策を実行いたしました。

また、収益性と生産性に重点を置いた対応を行い、高機能材の拡販と製品価格の是正実現に努めてまいりました。

上記により、当連結会計年度（平成16年3月期）の売上高は下記のとおりとなりました。

（単位：百万円）

増減

ステンレス鋼板及びその加工品

住宅用厨房衛生設備機器

計

（注） 従来区分しておりました住宅用厨房衛生設備機器事業につきましては、平成１５年３月、

グループ外の第三者に事業を譲渡しておりますので、事業区分は当連結会計年度より単一

となっております。

収益面におきましては、営業利益が 7,577百万円（前年度 3,593百万円）、経常利益が 5,647百万円（前年度

360百万円）と、いずれも大きく改善いたしました。また、中期経営再建計画に基づき実施した企業再生のための徹

底的損失処理が、前連結会計年度末までにほぼ終了したことから、当期純利益（ 4,268百万円）につきましても、前

年度（損失 42,546百万円）に比べ著しい改善となっております。

財務面におきましては、事業収益及び投資有価証券その他の資産売却による収入を原資として、計画値を上回る有

利子負債削減を行いました。

（ステンレス鋼板及びその加工品事業の状況）

ステンレス・特殊鋼業界におきましては、景気回復局面を背景に、国内市場では電気機器、産業用機器、輸送用機

器向けを軸として堅調に推移し、また、それに伴って販売価格の是正も進展いたしました。輸出市場では、在庫調整

の完了から需要増加へと向かう大きなサイクルの中にあって、特に中国を中心とし、その需要拡大の勢いはさらに速

度を増してまいりました。一方、このような需要増加を背景として、年度中には主原料であるニッケル、クロム、モ

リブデンの価格が高騰する展開となりました。

当社グループにおきましても、原料価格の高騰はステンレス・特殊鋼製品のコストを大きく上昇させるところとな

り、これに見合う製品価格の実現と、さらなるコストダウンを最大の目標としてまいりました。高機能材につきまし

ては、受注数量の増加を生産の効率化に結び付けるなど、生産と販売が一体となった取り組みを展開いたしました。

この結果、本事業の当連結会計年度売上高は、前年度比 10.3%増の、121,453百万円となりました。また、営業利

益は 7,577百万円となり、前年度（ 4,070百万円）に比べ大きく改善いたしました。

(2)　次期の見通し

国内景気が回復の足取りをたどるなか、ステンレス・特殊鋼業界の環境は、国内においては需給ギャップ解消の方

向に進むものと考えられます。また海外においても、中国の需要は引き続き伸長していくものと思われますが、世界

的規模で進む業務提携・経営統合やアジア地域で新設された設備が将来的に動き出すことを勘案いたしますと、今後

も厳しい競争状況が続くものと認識せざるを得ません。また、原料コストにつきましても引き続き高いレベルでの推

移が考えられ、これらの動向によっては、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありますが、当社グルー

プといたしましては、「経営方針」でご説明いたしました各重点施策実行により、中期経営再建計画の早期達成に向

け努力してまいります。

上記より、平成１７年３月期連結会計年度（通期）における業績につきましては、売上高 135,000百万円、経常利

益 6,000百万円、当期純利益 5,100百万円をそれぞれ予想しております。

（注）上記の見通しにおいて、為替レートは 115円／米ドルを前提としております。

－

△9.4%

　　事業区分

121,453

－

121,453

110,103

23,913

134,016

平成16年3月期 平成15年3月期
対前年度比

10.3%

４．経営成績及び財政状態
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［財 政 状 態］

（資産・負債・資本の状況）

当連結会計年度末における総資産額は 157,160百万円となり、前連結会計年度末比 6,166百万円増加しており

ます。当該増加の主な要因は、売上高の増加に伴う売掛債権の増加によるものであります。

当連結会計年度末における負債の額は 149,499百万円となり、前連結会計年度末比 1,669百万円増加しており

ます。当該増加の主な要因は、原料価格の上昇等に伴う買入債務の増加によるものであります。

当連結会計年度末おける資本の額は 7,286百万円となり、前連結会計年度末比 4,556百万円増加しております。

当該増加の主な要因は、当期純利益計上に加え、保有する有価証券等の時価上昇に伴い、その他有価証券評価差

額金が増加したこと等によるものであります。この結果、株主資本比率は 4.6%となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業キャッシュ・フローは、事業収益を中心に 3,656百万円（前年度 4,103百万円）

の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資キャッシュ・フローは、固定資産の取得を最小限にとどめる一方、遊休資産の売

却の推進並びに本業と関連性の薄い投資有価証券の売却により、1,917百万円の収入（前年度 支出 1,951百万円）

となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務キャッシュ・フローは、中期経営再建計画遂行の過程で可能な限り有利子負債を

圧縮することに努めた結果、5,117百万円の支出となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物は、換算差額を含めて 459百万円の増加となり、期末残高は 4,688百万円と

なりました。

（財務指標の推移）

株主資本比率（％）

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率（％）

債務償還年数（年）

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ（倍）

（注） 株主資本比率 ＝ 株主資本／総資産

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率 ＝ 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ＝ 有利子負債／営業ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞｯﾚｼﾞ・ﾚｼｵ ＝ 営業ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ／利払

※ 各指標は、いずれも連結ﾍﾞｰｽの財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、期末株価終値に自己株式控除後の期末発行済株式数を乗じて算出しております。

※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されております短期借入金、一年内期限長期借入金、社債

並びに長期借入金の合計額を対象としております。

※ 営業ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰは、連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書に表示している営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰの額に、期

末期日手形に係る休日要因影響を加味した数値を利用しております。

2.1

平成16年3月期

4.6

18.7

25.4

13.4

2.1

2.9

27.2

1.8 2.7

2.6

12.7

平成13年3月期

14.4 1.8

平成15年3月期

4.7

24.3

平成14年3月期
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（単位：百万円）

 （資  産  の  部）

  流  動  資  産 66,172 54,540 11,631

4,700 4,354 345

32,549 25,378 7,170

160 70 90

27,764 23,955 3,809

484 308 176

1,070 911 159

△ 556 △ 437 △ 119

  固  定  資  産 90,988 96,453 △ 5,464

84,933 87,497 △ 2,563

建 物 及 び 構 築 物 15,668 16,485 △ 816

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 23,256 24,253 △ 996

土 地 43,938 45,413 △ 1,474

建 設 仮 勘 定 1,094 446 647

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 975 899 76

548 751 △ 203

連 結 調 整 勘 定 110 339 △ 229

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 437 411 25

5,506 8,204 △ 2,697

投 資 有 価 証 券 3,245 6,111 △ 2,865

繰 延 税 金 資 産 1,104 884 220

その他の投資その他の資産 1,978 1,932 46

貸 倒 引 当 金 △ 822 △ 723 △ 98

157,160 150,994 6,166

 （負  債  の  部）

  流  動  負  債 101,334 103,387 △ 2,052

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 18,193 13,269 4,923

短 期 借 入 金 69,143 73,607 △ 4,464

一 年 内 期 限 長 期 借 入 金 7,738 11,015 △ 3,276

賞 与 引 当 金 953 850 102

関係会 社整 理損 失引 当金 － 149 △ 149

そ の 他 の 流 動 負 債 5,306 4,494 811

  固  定  負  債 48,164 44,442 3,721

社 債 220 220 －

長 期 借 入 金 15,758 13,132 2,625

繰 延 税 金 負 債 10,089 28 10,061

再評価に係る繰延税金負債 1,809 11,368 △ 9,559

退 職 給 付 引 当 金 20,207 19,595 612

そ の 他 の 固 定 負 債 79 97 △ 17

149,499 147,830 1,669

  少 数 株 主 持 分 374 433 △ 58

 （資  本  の  部）

12,736 12,736 －

8,809 21,375 △ 12,566

△ 16,574 △ 47,802 31,227

1,788 16,621 △ 14,833

526 △ 190 717

6 3 3

△ 5 △ 13 7

7,286 2,730 4,556

157,160 150,994 6,166

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

た な 卸 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

（平成15年3月31日現在）

資 本 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

負 債 合 計

資 本 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産

負債、少数株主持分及び資本合計

連    結    貸    借    対    照    表

資 本 剰 余 金

（平成16年3月31日現在）
比        較

前連結会計年度末当連結会計年度末
科         目
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（単位：百万円）

121,453 134,016 △ 12,562

101,820 111,704 △ 9,884

19,633 22,312 △ 2,678

12,056 18,718 △ 6,662

7,577 3,593 3,984

営  業  外  損  益

406 607 △ 201

受 取 利 息 40 52 △ 11

受 取 配 当 金 40 27 13

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 66 147 △ 81

そ の 他 営 業 外 収 益 258 380 △ 121

2,336 3,840 △ 1,504

支 払 利 息 1,832 2,833 △ 1,000

そ の 他 営 業 外 費 用 503 1,007 △ 503

経　　常　　利　　益 5,647 360 5,287

特   別   損   益

153 21,226 △ 21,072

固 定 資 産 売 却 益 100 1,071 △ 970

投 資 有 価 証 券 売 却 益 32 1 31

債 務 免 除 益 ― 20,000 △ 20,000

そ の 他 特 別 利 益 19 153 △ 133

1,321 70,490 △ 69,169

固 定 資 産 除 却 損 189 517 △ 327

固 定 資 産 売 却 損 262 200 61

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5 309 △ 304

投 資 有 価 証 券 売 却 損 391 384 7

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 176 445 △ 268

構 造 改 革 に よ る 損 失 100 67,853 △ 67,753

そ の 他 特 別 損 失 195 780 △ 584

4,479 △ 48,904 53,384

682 562 120

△ 468 △ 7,001 6,533

△ 3 81 △ 85

4,268 △ 42,546 46,815

営   業   損   益

前連結会計年度

自平成14年４月１日 比　較

至平成15年３月31日

連　　結　　損　　益　　計　　算　　書

科             目
当連結会計年度

自平成15年４月１日

至平成16年３月31日

少 数 株 主 損 益

売 上 総 利 益

売 上 高

売 上 原 価

税金等調整前当期純利益又は損失(△)

特 別 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営    業    利    益 

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

当 期 純 利 益 又 は 損 失 ( △ )

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額
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（単位：百万円）

資本剰余金の部

資本剰余金期首残高 21,375 11,819 9,556
資本準備金期首残高 8,809 11,819 △ 3,010
減資差益 12,566 － 12,566

資本剰余金増加高 － 23,209 △ 23,209
減資差益 － 15,709 △ 15,709
増資による新株の発行 － 7,500 △ 7,500

資本剰余金減少高 12,566 13,653 △ 1,086
利益剰余金への振替額 12,566 13,653 △ 1,086

資本剰余金期末残高 8,809 21,375 △ 12,566
資本準備金期末残高 8,809 8,809 －
減資差益 － 12,566 △ 12,566

利益剰余金の部

利益剰余金期首残高 △ 47,802 △ 28,473 △ 19,329

利益剰余金増加高 31,455 23,251 8,203
資本剰余金からの振替額 12,566 13,653 △ 1,086
土地再評価差額金取崩高 14,619 9,598 5,021
当期純利益 4,268 － 4,268

利益剰余金減少高 227 42,581 △ 42,354
持分変更に伴う減少高 － 34 △ 34
持分法適用関連会社変更に伴う減少 227 － 227
当期純損失 － 42,546 △ 42,546

△ 16,574 △ 47,802 31,227利益剰余金期末残高

科             目

連    結    剰    余    金    計    算    書

当連結会計年度 前連結会計年度
比　　較自平成15年４月１日 自平成14年４月１日

至平成16年３月31日 至平成15年３月31日
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(単位 ： 百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益（損失：△） 4,479 △ 48,904

減価償却費 4,255 7,245

連結調整勘定償却額 223 224

退職給付引当金の増加額 612 15,014

受取利息及び受取配当金 △ 81 △ 80

支払利息 1,832 2,833

持分法投資利益（△） △ 66 △ 147

投資有価証券売却損益（売却益：△） 358 382

投資有価証券評価損 5 309

有形固定資産売却損益（売却益：△） 161 △ 870

有形固定資産除却損 189 517

債務免除益 - △ 20,000

構造改革による損失 - 44,275

売上債権の増加額（△）又は減少額 △ 7,170 1,547

たな卸資産の増加額（△）又は減少額 △ 3,809 10,554

仕入債務の増加額又は減少額（△） 4,923 △ 7,451

特別退職金 6 304

その他 25 1,576

小   計 5,945 7,330

利息及び配当金の受取額 114 89

利息の支払額 △ 1,758 △ 2,875

特別退職金の支払額 △ 6 △ 304

法人税等の支払額 △ 638 △ 136

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,656 4,103

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 109 △ 252

定期預金の払戻による収入 153 676

有価証券の取得による支出 △ 19 △ 0

有価証券の売却による収入 - 19

有形・無形固定資産の取得による支出 △ 3,058 △ 3,927

有形・無形固定資産の売却による収入 1,535 2,360

投資有価証券の取得による支出 △ 16 △ 4

投資有価証券の売却による収入 3,410 208

- △ 1,208

その他 22 176

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,917 △ 1,951

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額 △ 4,464 △ 22,014

長期借入金による収入 31 10

長期借入金の返済による支出 △ 682 △ 2,918

株式発行による調達 - 15,000

その他 △ 2 △ 2

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,117 △ 9,924

Ⅳ 現金及び現金同等物に係わる換算差額 3 △ 32

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） 459 △ 7,804

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 4,228 12,023

Ⅶ 新規連結に伴う現金同等物の増加額 - 10

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 4,688 4,228

連結範囲の変更を伴う子会社売却による収入及び減少（△）

当連結会計年度

自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日

科   　　  目

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  計 算 書

前連結会計年度

自 平成14年４月１日

至 平成15年３月31日
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲
   （１）連結子会社数           １２社
      主要会社名については「１．企業集団の状況」に記載しております。
　　　なお、株式会社YAKIN川崎及び株式会社YAKIN大江山につきましては当連結会計年度において新たに設立したこと
　　により連結子会社に含めることとしております。

   （２）非連結子会社数          ６社
      非連結子会社６社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
    余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めてお
　　りません。

２．持分法の適用
　　　前連結会計年度において持分法を適用しておりました日本精線株式会社につきましては、平成15年11月28日をも
　　って株式の一部を譲渡し、持分法適用会社の対象外となっております。　
      なお、適用外の非連結子会社６社および関連会社３社は、それぞれ当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響
    が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の決算日
    連結子会社の決算日は、NAS TOA(THAILAND)CO.,LTD.、クリーンメタル株式会社およびナスビジネス株式会社を除き、
　３月31日であります。NAS TOA(THAILAND)CO.,LTD.およびクリーンメタル株式会社については２月28日現在、ナスビ
  ジネス株式会社については１月31日現在の財務諸表を使用しており、連結決算日との間に生じた重要な取引について
  は、連結上必要な調整を行っております。   

４．会計処理基準   
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法
      ①有価証券          
　　　　その他有価証券                                      
　　　　　　時価のあるもの 主として決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算
定しております）

　　　　　　時価のないもの 主として移動平均法による原価法

 　   ②たな卸資産 主として移動平均法による原価法

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
      ①有形固定資産 主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　建物および構築物 　８～50年
　機械装置および運搬具 　７～15年

      ②無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用してお
ります。

　 （３）重要な引当金の計上基準
      ①貸倒引当金 主として、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

      ②賞与引当金 主として、従業員の賞与に充てるため、支給見込額に基づき算定し
ております。

      ③退職給付引当金 主として、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度
末において発生していると認められる額を計上しております。
　過去勤務債務は、その発生年度において一括償却しております。
　数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定
年数（10年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。

   （４）重要なリース取引の処理方法
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
     貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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    （５）重要なヘッジ会計の方法
　①ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお為替予約については振当処理の要件を満たしている場合
は振当処理を採用しており、金利スワップ取引および金利オプション取引については特例処理の要件を満たして
いるため、特例処理を適用しております。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
為替オプション取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
商品デリバティブ取引 原材料及び買掛金
金利スワップ取引 借入金
金利オプション取引 借入金

　③ヘッジ方針
　　　　　経営会議にて決定された基本方針に基づき、外貨建取引及び外貨建予定取引等の為替リスクを回避すること、
　　　　原材料及び買掛金のニッケル商品相場変動リスクを回避すること、金利変動リスクをヘッジすることを目的に
　　　　ヘッジ取引を行っております。

　④ヘッジ有効性評価の方法
　　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累
　　　　計または相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただ
　　　　し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

    （７）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
      ①消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
      ②連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

５．連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロ－計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）
（当連結会計年度） （前連結会計年度）

１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円

２．担保資産及び対応債務
担保に供されている資産の額

受取手形 百万円 百万円
（うち債権流動化に伴う信託受益権）   〃   〃
有形固定資産   〃   〃
（うち財団抵当）   〃   〃
投資有価証券   〃   〃

計   〃   〃

担保付債務
短期借入金 百万円 百万円
一年内長期借入金   〃   〃
長期借入金   〃   〃
割引手形   〃   〃

計   〃   〃

３．受取手形割引高   〃   〃
４．受取手形裏書譲渡高   〃   〃

５．偶発債務 （被保証者） （被保証者）
　　　銀行支払保証 従業員 百万円 従業員 百万円

６．事業用土地の再評価
   当社及び一部の国内連結子会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布  法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布  法律第19号）に基づき、事業用の土
地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除
した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

・再評価の方法
    「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税
  評価額に合理的な調整を行って算定する方法、及び第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価によって算出しており
　ます。
・再評価を行った年月日 当社   　　　　　　平成13年３月31日

一部の連結子会社   平成14年３月31日
・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 百万円

142,950 141,449

1,853 10,479

3,538
(2,765)
67,307

(63,048)
210

71,056

1,690

203 61

413 494

59,130
7,658

15,706
2,159

254
71,091

63,417
10,925

792
(－)

70,044
(64,304)

13,027
6,131

93,50184,656
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（連結損益計算書関係）
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
百万円 百万円
  〃   〃
  〃   〃
  〃   〃
  〃   〃

２．固定資産売却益の内訳
（当連結会計年度） （前連結会計年度）

百万円 百万円
  〃   〃

３．固定資産売却損の内訳
（当連結会計年度） （前連結会計年度）

百万円 百万円
  〃   〃

４．構造改革による損失
　当社中期経営再建計画遂行の結果生じた損失を、「構造改革による損失」として一括表示しております。
その項目別内訳は以下のとおりであります。

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
工場設備・土地の公正価額への見直し 百万円 百万円
住宅用厨房衛生設備機器事業の抜本処理による損失   〃   〃
退職給付未認識債務一括償却   〃   〃
棚卸資産評価方法の見直し   〃   〃
売却予定不動産評価見直し   〃   〃
その他   〃   〃

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
現金及び預金 百万円 百万円
預入期間3ヶ月を超える定期預金   〃   〃
取得日から3ヶ月以内に償還期間の到来する
短期投資（有価証券）   〃   〃
現金及び現金同等物   〃   〃

運送費および保管料 2,729 4,985
給 料 賞 与 等 2,695 4,433
賞与引当金繰入額 285 260
退 職 給 付 費 用 904 918
連結調整勘定償却額 223 224

3,307

土 地 241 193
建 物 そ の 他

1,011

32,170
8,797

15,873
6,693－

20 6

－

土 地 39 1,022
建 物 そ の 他 61 48

100

－
－
－

4,688 4,228

4,700 4,354
△ 151 △ 195

140 70
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有価証券

当連結会計年度（平成16年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表額

 その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 百万円
非上場外国株式 百万円

前連結会計年度（平成15年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表額

 その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 百万円
非上場外国株式 百万円

366
106

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
219 32 41

△ 23

合   計 1,446 2,398 952

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

合   計 176 153

△ 23

債 券 等 19 19 △0

株   式 156 133

合   計 1,269 2,245 976

差　　　額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株   式 1,174 2,130 955

債 券 等 94 115 20

取　得　原　価 連結貸借対照表計上額

債 券 等

105
374

合   計

債 券 等

差　　　額

27

050

連結貸借対照表計上額

69株   式
連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

△ 173

△ 6

△ 179

取　得　原　価

42

50

92 120 27

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株   式 9121,086

38

合   計 950

44

1,130

1,070合   計 1,222 △ 151

売却額 売却損の合計額
227 385

売却益の合計額
2
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退職給付会計

1．企業の採用する退職給付制度

当社及び国内連結子会社は主として、確定給付型の制度として、当社グループを中心として設立した連合型の厚生

年金基金制度、及び退職一時金制度を採用しております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があ

ります。

なお、一部の連結子会社においては確定給付型制度として適格退職年金制度を採用しており、また、海外連結子会

社では、政府の定める退職金基金制度に加入しております。

2．退職給付債務に関する事項

(平成16年3月31日) (平成15年3月31日)

(1) 退職給付債務 百万円 百万円

(2) 年金資産

(3) 未積立退職給付債務(1)+(2)

(4) 会計基準変更時差異の未処理額

(5) 未認識過去勤務債務

(6) 未認識数理計算上の差異(債務の増加額)

(7) 退職給付引当金(3)+(4)+(5)+(6)

(注) 1. 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、一時金部分のみ簡便法を採用しております。

3．退職給付費用に関する事項 自平成15年4月1日 自平成14年4月1日

至平成16年3月31日 至平成15年3月31日

(1) 勤務費用 百万円 百万円

(2) 利息費用

(3) 期待運用収益

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額

(5) 過去勤務債務の費用処理額

(6) 数理計算上の差異の費用処理額

(7) 退職給付費用

(注) 1. 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

2. 一時金部分のみ簡便法を採用している連結子会社の、一時金部分の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に

計上しております。

3. 上記退職給付費用以外に、割増退職金を6百万円支払っており、特別損失に計上しております。

4．退職給付債務の計算の基礎に関する事項

(平成16年3月31日) (平成15年3月31日)

(1) 割引率 ％ ％

(2) 期待運用収益率 ％ ％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4) 会計基準変更時差異の処理年数 年 年

(5) 過去勤務債務の処理年数 年 年

(発生年度において一括償却しております)

(6) 数理計算上の差異 年 年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌事業年度から費用処理す

ることとしております)

10,093

△ 21,733

-

△ 167

-

-

-

1,525

△ 20,207

993

764

1

- 

1

336

1,927

2.5

2.0

1,096

△ 457

10,271

8,395

△ 22,839

-

-

3,243

△ 19,595

928

△ 31,826 △ 31,235

1

8～10 

2.5

4.0

- 

-

5,899

17,737
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税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額

退職給付引当金損金算入限度超過額

固定資産評価損否認額

たな卸資産評価損否認額

有価証券評価損否認額

繰越欠損金

固定資産に含まれる未実現損益

分社子会社株式に含まれる否認額

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

土地再評価差額金

分社土地再評価差額

固定資産圧縮積立金

投資有価証券評価差額金

その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

繰延税金負債の純額

注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の

　　以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 百万円 百万円

固定資産－繰延税金資産 　〃 　〃

固定負債－繰延税金負債 　〃 　〃

固定負債－再評価に係る繰延税金負債 　〃 　〃

リース取引関係

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

デリバティブ取引関係

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

362 -

11,368

484

1,104

10,089

1,809

308

884

8,069

2,064

23,764

1,343

5,308

198

693

25,108

△

28

-3,851

当連結会計年度

（平成16年３月31日）

前連結会計年度

（平成15年３月31日）

24,510

△

8,019

46

143

56

1,809

9,747

22,701

1,809

3,808

214

386

707

6,698

11,368

12,118

1,589

11,898 11,368

11,548

1,164

-

171

7

1,094777

平成15年３月31日現在

279

7,398

平成16年３月31日現在
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  セグメント情報

1．事業の種類別セグメント情報

 当連結会計年度（自平成15年４月１日至平成16年３月31日）

 　従来区分しておりました住宅用厨房衛生設備機器セグメントにつきましては、前連結会計年度において事業を

 グループ外の第三者に譲渡いたしました。したがって、ステンレス鋼板及びその加工品セグメント単一となりま

 したので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 前連結会計年度（自平成14年４月１日至平成15年３月31日）             （単位：百万円）

ステンレス鋼板 住 宅 用 厨 房 消 去 又

及びその加工品 衛生設備機器 計 は 全 社 連    結

Ⅰ  売上高

（１）外部顧客に対する売 110,103 23,913 134,016 － 134,016
      上高

（２）セグメント間の内部

      売上高又は振替高 799 14 813 (      813) －
        計 110,902 23,927 134,829 (      813) 134,016
    営  業  費  用 106,832 24,431 131,264 (      840) 130,423
    営  業  利  益 4,070 △ 504 3,565 (     △27) 3,593
Ⅱ　資産、減価償却費及び

　　資本的支出

    資 産 150,994 － 150,994 (       －) 150,994
    減 価 償 却 費 6,792 453 7,246 (        1) 7,245
    資 本 的 支 出 2,237 298 2,536 (        0) 2,536

（注）１．事業区分は、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性により下記の区分によっております。
       ステンレス鋼板及びその加工品      ステンレス鋼板、耐熱鋼、高ニッケル合金鋼、鍛鋼品、
                                         ステンレス建材、ステンレス鋼管、ステンレス加工品等
       住宅用厨房衛生設備機器            流し台、システムキッチン、浴槽、洗面化粧台等       

    　 　 なお、住宅用厨房衛生設備機器セグメントにつきましては、事業をグループ外の第三者に譲
　　　　渡したため、売上高、営業費用、営業利益、減価償却費、資本的支出には含まれておりますが、
　　　　資産からは除外されております。

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自平成15年４月１日至平成16年３月31日）
     全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額に占める本邦の割合が、いずれも９０％を超えて
   いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成14年４月１日至平成15年３月31日）
     全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額に占める本邦の割合が、いずれも９０％を超えて
   いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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３．海外売上高

  当連結会計年度（自平成15年４月１日至平成16年３月31日）
（単位：百万円）

Ⅰ．海外売上高
Ⅱ．連結売上高 － － － － －
Ⅲ．連結売上高に占める
     海外売上高の割合

  (注）１．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域
       （１）国または地域の区分の方法 地理的近接度による  
       （２）各区分に属する主な国または地域 東南アジア：中国、韓国、タイ、シンガポール、台湾等
                                                        大洋州：オ－ストラリア、ニュージーランド等
                                                        北米：米国、カナダ等
                                                        中近東：サウジアラビア、ＵＡＥ，クウェート、カタール等
                                                        その他の地域：欧州、エジプト、コロンビア等

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

  前連結会計年度（自平成14年４月１日至平成15年３月31日）
（単位：百万円）

Ⅰ．海外売上高
Ⅱ．連結売上高 － － － － －
Ⅲ．連結売上高に占める
     海外売上高の割合

  (注）１．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域
       （１）国または地域の区分の方法 地理的近接度による  
       （２）各区分に属する主な国または地域 東南アジア：中国、韓国、タイ、シンガポール、台湾等
                                                        大洋州：オ－ストラリア、ニュージーランド等
                                                        北米：米国、カナダ等
                                                        中近東：サウジアラビア、ＵＡＥ，クウェート、カタール等
                                                        その他の地域：欧州、エジプト、コロンビア等

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

関連当事者との取引

記載すべき該当事項は有りません。

中近東
その他の

地域
計

16.9%

22,115

0.5%0.3%
121,453

東南ｱｼﾞｱ 大洋州

19,351 903 553 15 21,616792

0.0% 0.5% 18.2%

計

北米

20,564 379 568 9 593

東南ｱｼﾞｱ 大洋州 北米 中近東
その他の

地域

0.6% 16.1%
134,016

14.2% 0.7% 0.4% 0.0%
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円 円

円 円

円 円

円

円

円

礎は、以下のとおりであります。

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

千株 千株

百万円 百万円

千株 千株

１株当たり情報

前連結会計年度当連結会計年度

(自　 平成14年４月１日(自　 平成15年４月１日

  至   平成15年３月31日)  至   平成16年３月31日)

１株当たり純資産額 △147.72１株当たり純資産額 △92.64

１株当たり当期純損失金額 512.10１株当たり当期純利益金額 51.33

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

－
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

10.79

　当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（

企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

また、当社は、平成15年２月25日付で発行済普通株

式について２株を１株の割合で併合を行っておりま

す。なお、同会計基準及び適用指針を前連結会計年

度に適用し、かつ、当該株式併合が前期首に行われ

たと仮定した場合の前連結会計年度における１株当

たり情報につきましては、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 373.88

１株当たり当期純損失金額 72.96

潜在株式調整後１株当た －

り当期純利益金額

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

つきましては、１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益（損失△）金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

前連結会計年度当連結会計年度

(自 平成14年４月 1日 (自 平成15年４月 1日 

 至 平成15年３月31日) 至 平成16年３月31日)

１株当たり当期純利益（損失△）金額

　当期純利益（損失△） △42,5464,268

　普通株式に帰属しない金額 －－

　普通株式に係る当期純利益（損失△） △42,5464,268

　普通株式の期中平均株式数 83,08383,159

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

────────────

　当期純利益調整額 －－

　普通株式増加数 －312,500

　潜在株式の概要

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

　１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
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生産、受注及び販売の状況

１．生産実績
  当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

ステンレス鋼板及びその加工品

住宅用厨房衛生設備機器

（注） １．金額は製品製造原価ベースで記載しております。
２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．受注状況
  当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

ステンレス鋼板及びその加工品

住宅用厨房衛生設備機器

（注） １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
２．住宅用厨房衛生設備機器セグメントにつきましては、前連結会計年度に事業をグループ外の第三者
　　に譲渡したため、前連結会計年度の受注高には含まれておりますが、受注残高からは除外されてお
　　ります。

３．販売実績
  当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

ステンレス鋼板及びその加工品

住宅用厨房衛生設備機器

（注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

134,016

販 売 高

当連結会計年度 前連結会計年度

121,453 110,103

- 23,913

7,822

受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高

126,165 12,533 133,812

126,165 12,533

-

事業の種類別セグメントの名称
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

110,099 7,822

23,713 -

92,664

84,247

-

84,247

77,727

14,937

前連結会計年度

生 産 高
事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

合 計

合 計

合 計

-

121,453

事業の種類別セグメントの名称
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